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水位周知河川指定５ヶ年計画について 

 

１ 水位周知河川指定５ヶ年計画について 

水位周知河川については、平成 29 年３月時点において、県内で 28 河川 32 区間が指定となって

いましたが、指定の拡大に向けて、平成 29 年 12 月に開催した協議会において、下表のとおり、計

画を策定したところです。 

  

  【年次計画】 

 指定河川 

2017 

（H29） 

２河川 小本川（岩泉町）、安家川（岩泉町） 

2018 

（H30） 

13 河川 稗貫川（花巻市）、千厩川（一関市）、大川（一関市）、 

松川（八幡平市）、胆沢川（奥州市）、諸葛川（滝沢市、盛岡市）、 

雫石川（雫石町）、馬淵川（葛巻町）、北上川（岩手町）、 

和賀川（西和賀町）、閉伊川（宮古市）、普代川（普代村）、 

宇部川（野田村、久慈市） 

2019 

（H31） 

２河川 岩崎川（紫波町、矢巾町）、人首川（奥州市） 

2020 ３河川 小本川（岩泉町）、安家川（岩泉町）、小烏瀬川（遠野市）、 

2021  刈屋川（宮古市）、長沢川（宮古市） 

合計 20 河川  

※  H32、H33 に予定の小本川及び安家川は河川改修事業完了後に基準水位等の見直しを行うも

の。 

※  年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 

 

２ 現在の状況等 

平成 30 年度に予定の稗貫川などについては、現在、河川課において、指定に向けた検討を進め

ています。検討結果が固まり次第、関係機関に説明に伺います。 

平成 31 年度に指定予定の人首川についても予算の状況を踏まえて、前倒しで検討を進めます。 

 

３ その他 

水位周知河川指定後は、ホットラインの運用、タイムラインの作成等を行うこととなりますの

で、よろしくお願いします。  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

ホットラインの運用について 

 

１ ホットラインの概要について                                   

平成28年８月に発生した台風第10号による教訓を踏まえ、有事の際の限られた時間の中で、河川の情

報を的確かつ確実に伝えることを目的とし、河川の水位が避難判断水位を超過するおそれがある場合等に、

河川管理者（広域振興局土木部長等）から市町村長等へ直接電話連絡するホットラインの運用を、平成29

年６月から開始し、住民の早期避難につなげる体制を強化しました。 

現在、県内全ての水位周知河川30河川34箇所で運用しています。 

平成29年度については、７月から５回の大雨及び台風時に、延べ26市町村へホットラインを実施して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ホットラインの完了報告等について                             

今年度においても、確実にホットラインができるよう、連絡体制の再確認をお願いします。 

また、ホットラインを実施した際には、広域振興局土木部等は河川課へ連絡をお願いします。（実施河川、

時刻、相手先、連絡内容等） 

河川課では、ホットライン実施状況の報告を受け次第、岩手県災害情報システムにクロノロジー登録し

ます。 

 

３ その他                                          

 今後、新たに水位周知河川に指定した河川についてもホットラインの対象となりますので、連絡体制等

の確立についてお願いします。 

 また、ホットラインの連絡者・連絡先に変更がある場合は、河川課まで連絡をお願いします。 

ホットライン実施 

＜避難判断⽔位を超過するおそれ＞ 

氾濫危険水位 

・市町村長の避難勧告

等の発令判断の目安 

避難判断水位 

・市町村長の避難準

備・高齢者等避難開始

の発令判断の目安 

氾濫注意水位 

・水防団の出動の目安 

水防団待機水位 

・水防団の待機の目安 





      

タイムラインの作成について 

 

１ 現状 

タイムラインは、関係機関が連携して災害時に発生する状況を予め想定し、防災行動とその

実施主体を時系列で整理した行動計画を作成するものです。 

水位周知河川に指定の河川について、タイムラインを作成することとしており、現在、13 市

町村 23 河川において作成済みです。 

未作成の市町村・河川においては、早期に作成の上、広域振興局土木部等に提出をお願いし

ます。 

 

２ タイムラインの対象 

  対象とする災害：台風の接近・上陸に伴う洪水 

  対象とする河川：水位周知河川に指定されている河川 

 

３ その他 

  新たに水位周知河川に指定される河川については、タイムライン作成に向けた検討を進めて

いただき、可能な限り早期にタイムラインの作成をお願いします。 

  なお、既にタイムラインを作成済みの市町村・河川においては、災害時における運用結果や

水防訓練等を踏まえて、タイムラインの見直しが必要となった場合は、県河川課まで連絡をお

願いします。 

 

 

 



 

洪水浸水想定区域指定５ヶ年計画について 

 

１ 洪水浸水想定区域指定５ヶ年計画について 

水位周知河川に指定済みの河川について、今後５ヵ年において想定最大規模の降雨による洪水

浸水想定区域の指定を進める計画を策定したところです。 

   【年次計画】 

 指定河川 

2017 

（H29） 

15 河川 夏川（一関市）、簗川（盛岡市）、北上川（盛岡市）、松川（盛岡市）、

猿ヶ石川（遠野市）、早瀬川（遠野市）、砂鉄川（一関市）、 

曽慶川（一関市）、猿沢川（一関市）、衣川（一関市、平泉町）、 

馬淵川（二戸市、一戸町）、安比川（二戸市、八幡平市）、 

気仙川（陸前高田市、住田町）、大股川（住田町）、小本川（岩泉町）

2018 

（H30） 

４河川 雪谷川（軽米町）、瀬月内川（九戸村）、甲子川（釜石市）、 

鵜住居川（釜石市） 

2019 

（H31） 

４河川 盛川（大船渡市）、閉伊川（宮古市）、矢作川（陸前高田市）、 

津軽石川（宮古市、山田町） 

2020 ４河川 安家川（岩泉町）、久慈川（久慈市）、夏井川（久慈市）、 

長内川（久慈市） 

2021 ３河川 大槌川（大槌町）、小鎚川（大槌町）、関口川（山田町）、 

小本川（岩泉町） 

合計 30 河川  

※ 2021 年度に予定の小本川は河川改修事業完了後に洪水浸水想定区域の見直しを行うもの。 

※ 年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 

 

２ 現在の状況等 

平成 29 年度は、夏川について洪水浸水想定区域指定を指定済みです。そのほかに、砂鉄川等の

指定も予定していましたが現地調査等に時間を要したため、今年度も引き続き検討を進めていると

ころです。 

検討結果が固まり次第、関係機関に説明に伺います。 

 

３ その他 

洪水浸水想定区域の指定後は、市町村の地域防災計画の見直しやハザードマップの作成につい

て対応をお願いします。  

なお、洪水浸水想定区域内に位置し、市町村の地域防災計画に位置付けされた要配慮者利用施

設については、避難確保計画の作成、避難訓練の実施が義務化となっていますので、要配慮者利用

施設の管理者への周知・指導について、よろしくお願いします。 

今年度から始まりました「講習会プロジェクト」への参加についても検討をお願いします。 

洪水浸水想定区域の指定に際して、住民説明会等を開催する場合は、県河川課にご相談願います。 



 

【洪水浸水想定区域図のイメージ】 

 



急傾斜地

浸水想定区域

氾濫

～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

※ 土砂災害防止法の正式名称：土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

「水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）」の施行に
より、要配慮者利用施設の避難体制の強化を図るため『水防法』及び
『土砂災害防止法』が平成29年6月19日に改正されました。

都道府県・市町村の担当者の皆さまへ

要配慮者利用施設 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主と
して防災上の配慮を要する者が利用する施設

≫ 施設管理者等に避難確保計画の重要性を認識してもらうため、市町村は、
要配慮者利用施設を新たに市町村地域防災計画に位置付ける際等には、施設
管理者等に対して、水害や土砂災害の危険性を説明するなど、防災意識の向上を
図ることが望まれます。

【市町村】市町村地域防災計画の作成

≫ 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成について、都道府県及び市町村
の関係部局が連携して積極的に支援を行うことが重要です。

例
え
ば

これら施設の名称及び所在地
➢ 地域全体の警戒避難体制の充実を図るためにも、都道府県はこ
れら区域の指定、市町村は地域防災計画への位置付けについて、
確実に進めていくことが重要です。

● 避難確保計画が実効性あるものとするためには、施設管理者等が主体的に作成する
ことが重要です。

1 避難確保計画作成の支援
※国土交通省水管理・国土保全局のホームページに

「避難確保計画の作成の手引き」を掲載していま
すので、ご確認ください。

【浸水想定区域の指定】

【土砂災害警戒区域の指定】

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設※の

管理者等は、避難確保計画の作成・避難訓練の実施が義務と
なりました。 ※ 市町村地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設が対象です。

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設

・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設
・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター 等

〔学校〕
・幼稚園
・小学校
・中学校
・義務教育学校
・高等学校
・中等教育学校
・特別支援学校
・高等専門学校
・専修学校（高等課程
を置くもの） 等

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所 等

● 「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における利用
者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な次の事項を定めた計画です。

➢ 防災体制 ➢ 避難誘導 ➢ 施設の整備 ➢ 防災教育及び訓練の実施
➢ 自衛水防組織の業務（※水防法に基づき自衛水防組織を置く場合）
➢ そのほか利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 に関する事項



2 避難確保計画の確認

● 施設管理者等は、避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を
市町村長へ報告する必要があります。

≫ 施設管理者等から避難確保計画の報告があったときは、厚生労働省・国土交通
省作成の点検マニュアル等を参考に、市町村等の関係部局が連携して内容を確認
し、必要に応じて助言等を行います。

※国土交通省水管理・国土保全局のホームページに
「要配慮者利用施設における避難計画点検マニュ
アル」を掲載していますので、ご確認ください。

3 避難確保計画を作成していない場合の指示・公表

≫ 避難確保計画が実効性あるものとするためには施設管理者等が主体的に作成す
ることが重要であることから、市町村長が指示・公表を行う際は、施設管理者等
に対して避難確保計画の必要性について丁寧な説明を行うことが望まれます。

● 市町村長は、避難確保計画の作成を促進するため、避難確保計画を作成していない
施設管理者等に対して、期限を定めて作成することを求めるなどの指示を行い、正当
な理由がなくその指示に従わなかったときは、その旨を公表することができることと
なっています。

４ 避難訓練実施の支援

● 施設管理者等は、作成した避難確保計画に基づいて避難訓練を実施する必要があり
ます。

≫ 要配慮者利用施設における避難訓練の実施について、都道府県及び市町村の
関係部局が連携して積極的に支援を行うことが重要です。

≫ ハザードマップを活用するなどして、水害や土砂災害に対して安全な場所へ
速やかに避難するなど、浸水想定区域や土砂災害警戒区域の実情に応じた避難訓
練が実施されることが重要であり、都道府県及び市町村は、このような避難訓練
が実施されるよう促進することが望まれます。

法改正に関する
問い合わせ

TEL：03-5253-8111（代表）

ver5.2（ H29.6.19）

避難体制の確認

避難訓練の実施

職員や利用者への学習会

避難体制のより一層の強化のために、関係部局が連携して支援することが重要です！

避難確保計画の作成

！

水防法関係 河川環境課水防企画室 土砂災害防止法関係 砂防部砂防計画課

国土交通省水管理・国土保全局



平成29年3月31日現在

都道府県
対象

要配慮者
利用施設

避難確保計画
を作成している
要配慮者利用
施設の数

都道府県
対象

要配慮者
利用施設

避難確保計画
を作成している
要配慮者利用
施設の数

北海道 815 71 滋賀県 441 34

青森県 627 156 京都府 1,606 176

岩手県 415 25 大阪府 4,875 29

宮城県 806 127 兵庫県 2,136 121

秋田県 260 77 奈良県 177 11

山形県 378 17 和歌山県 807 29

福島県 379 8 鳥取県 213 29

茨城県 370 69 島根県 489 50

栃木県 280 59 岡山県 1,417 31

群馬県 643 49 広島県 711 49

埼玉県 1,896 231 山口県 405 93

千葉県 735 49 徳島県 561 61

東京都 1,278 110 香川県 784 85

神奈川県 2,278 74 愛媛県 654 83

山梨県 253 99 高知県 364 72

新潟県 1,741 274 福岡県 773 20

富山県 594 11 佐賀県 372 3

石川県 460 2 長崎県 80 5

長野県 680 96 熊本県 429 29

岐阜県 1,174 258 大分県 529 0

静岡県 822 32 宮崎県 393 25

愛知県 1,980 26 鹿児島県 78 24

三重県 415 60 沖縄県 5 2

福井県 794 31 47 38,372 3,072

（平成30年1月19日掲載）

市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数及び計画作成状況



 
 

国水環防第 3 2 号 

平成 30 年 3 月 30 日 

 

各都道府県水防担当部（局）長 殿 

 

              国土交通省水管理・国土保全局河川環境課長 

 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る講習会プロジェクト 

を通じた取組促進について（通知） 

 

平素より、水防行政の推進にご高配賜りお礼申し上げます。 

洪水浸水想定区域内にあり、市町村の地域防災計画に記載された要配慮者利用施設に

おいては、水防法に基づき避難確保計画の作成が義務づけられているところであり、施

設における計画の作成が進むよう各市町村において取り組みを加速していただく必要

があります。 

 

このため、国土交通省では、施設管理者等に対して計画作成上のポイントや作業の進

め方等を解説し、各施設における計画作成上の課題や取組を共有することで、実効性の

ある計画作成を促進する取組として「講習会プロジェクト」を立ち上げ、三重県及び津

市と連携し、昨年試行したところです。 

 

今般、各市町村において同様の取組が図れるよう、試行した結果を「避難確保計画作

成に係る講習会の企画調整・運営マニュアル」として取りまとめ、別添のとおり国土交

通省 Web ページに掲載しました。 

 

ついては、要配慮者利用施設における効果的・効率的な計画作成を図るための方策と

して、本マニュアルを管内市町村へ周知いただくとともに、本方策の活用等により、各

施設における計画作成が促進されるよう取り計らい願います。 

 

なお、市町村において講習会プロジェクトを実施する際には、貴都道府県をはじめ、

河川管理者等の関係者の協力が得られるよう、大規模氾濫減災協議会なども活用し、市

町村への支援をお願いします。 

 

【問い合わせ先】 

 国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室 

 課長補佐   小川（内線 35439） 

津波水防係長 大山（内線 35457） 

ＴＥＬ：03-5253-8111（代表） ＦＡＸ：03-5253-1603 



 
 
 

（別添） 

  

「避難確保計画作成に係る講習会の企画調整・運営マニュアル」掲載場所 

 

 

・ 国土交通省ホームページ 

    →「政策情報・分野別一覧」中の「水管理・国土保全」 

    →「防災」 

    →「防災」中の「災害から身を守るために事前に知っておくべき知識」中の 

「自衛水防（地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場での対策等）」 

    →「要配慮者利用施設の浸水対策」 

URL： 

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html 

 

 ・掲載内容： 

 避難確保計画作成に係る講習会の企画調整・運営マニュアル 

 参考資料（三重県津市における講習会資料） 

 

 



 

水位計設置５ヶ年計画について 

 

１ 水位計設置５ヵ年計画について 

水位周知河川に指定をしたいが、水位計が未設置の河川について、設置を進めることとし、下

表のとおり、計画を策定したところです。 

    

  【年次計画】 

 水位計設置河川 

2017 

（H29） 

１河川 小本川（岩泉町） 

2018 

（H30） 

４河川 刈屋川（宮古市）、長沢川（宮古市）、久慈川（久慈市）、 

葛根田川（雫石町） 

2019 

（H31） 

３河川 浦浜川（大船渡市）、普代川（田野畑村）、大野川（洋野町） 

2020 ３河川 田代川（宮古市）、川尻川（洋野町）、大川（岩泉町） 

2021   

合計 11 河川  

※  年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 

※  3021 年度は、2022 年度以降の水位周知河川の指定計画を踏まえて水位計設置個所を決定す

るもの。 

 

２ 現在の状況等 

平成 30 年度に予定している葛根田川は、水位計の設置個所を概ね決定し、現在工事発注に向け

た手続きを進めています。  
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危機管理型水位計の設置について 

 

１ 危機管理型水位計について 

通常の水位計は設置費等が高額であることから、全国的にも中小河川への設置が進んでいなか

ったため、国土交通省が、洪水時の水位観測に特化した安価な水位計を開発したものです。 

危機管理型水位計は１基当たり 100 万円以下、５カ年は無給電で稼動、メンテナンスフリーが

標準仕様となっています。 

    

２ 岩手県における設置方針 

危機管理型水位計は、水位計が未設置の河川など、県内に約 300 基を設置する予定です。 

原則、橋梁への添架とし、平成 30 年度内に全箇所に設置・水位情報の公開を行う見込みです。 

   

３ その他 

危機管理型水位計は、８月頃から順次設置する予定です。 

設置に当たり、橋梁への添架に係る協議が必要となりますので、設置橋梁の図面等について、

広域振興局土木部等に提供をお願いします。  

危機管理型水位計で観測した水位情報は、専用のホームページで閲覧することとなります。 

なお、市町村において危機管理型水位計を設置し、上記の専用ページにより水位情報の公開を

希望する場合は、国・県等で構成する協議会への参画が必要となりますので、河川課までご相談

をお願いします。 

 

【閲覧画面イメージ】 
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①インターネットから「岩手県河川情報システム」を検索 

 URL：http://kasen.pref.iwate.jp/iwate/servlet/Gamen30Servlet 

を検索し、下記トップ画面を開く。サイト右上の「カメラ画像」をクリック。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県管理河川における水位監視体制が強化されます！！ 
～  岩手県河川情報システムより河川の水位の監視が可能に ～ 

 

近年の台風や洪水被害を踏まえ、河川の状況を確認できる画像の配信を平成 30 年 3 月から開始しま

した。カメラは平成 28 年台風第 10 号被害の大きかった岩泉町の小本川、安家川などを含む県で管理

する全ての水位周知河川 29 河川 31 箇所に設置しました。カメラ画像は、「岩手県河川情報システム」

から閲覧することが可能ですので、ぜひ御覧ください。 

直接現場へ出向くことがなくても、河川の水位状況を視覚的に把握することができますので、洪水か

ら身を守るための、情報収集の一つのツールとして活用いただければと思います。 

河川課

 岩手県河川情報システム

 河川監視カメラの画像配信について 
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 ②下記画面中の画像を見たい箇所のカメラをクリック。 

 

③ 水位監視カメラの画像を確認できる。（画像は 10 分間隔で更新します） 

 

 

 



 

平成 30 年４月５日  

県土整備部河川課  

 

 

公募型土砂撤去制度の運用開始について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 公募型土砂撤去制度の目的 

  河川における土砂の堆積が進行すると、河道を狭め水害を誘発する危険性が高まるため、土砂堆

積箇所における砂利採取を公募により促進することで、効率的に水害リスクの軽減につなげるとと

もに、砂利資源の有効活用を図るものです。 

 

２ 公募型土砂撤去制度の概要 

  公募により決定した撤去予定者は、必要な許認可(※2)を受けた上で、あらかじめ河川管理者が

指定した箇所の砂利採取を実施します。採取実施後は、河川管理者が完了確認を行います。 

本制度による土石等の採取に係る河川産出物採取料は免除となります。 

  その他概要については、別紙を御参照ください。 

  

 

 

３ 実施時期・公募方法 

  平成 30 年４月以降、各広域振興局土木部・土木センターにおいて、位置図及び平面図上に公募

箇所を示した上、募集要項を順次ホームページに掲載していきます。 

 

 

 岩手県では、河川の土砂堆積箇所において砂利採取を実施する民間業者を公募する「公募型

土砂撤去制度」を平成 30 年度から開始します。 

 本制度における砂利採取に係る河川産出物採取料(※1)は免除とし、河川の流下能力向上と砂

利資源の有効活用を図ることで、河川管理者と民間の砂利採取業者の双方にメリットのある取

組みを推進しようとするものです。 

※1 河川流水占用料等徴収条例第２条（別表第４）に規定される、河川法第 25 条の土石等の採取の許可を受け

た者が納付する採取料（例．切り込み砂利１㎥までごとに 120 円） 

※2河川法第 20 条の河川管理者以外の者の施行する工事等の承認、同法第 25 条の土石等の採取許可及び砂利採

取法第 16 条の採取計画の認可 



・ 近年の豪雨災害の局地化・激甚化

・ 全国でゲリラ豪雨が頻発

・ 平成２８年の台風第１０号等により土砂

の堆積箇所が増加

公募型土砂撤去制度に係る背景、概要、効果

・ 県では、堆積土砂を撤去する必要のあ

る箇所について、５年間で河道掘削工事

を実施していく計画を策定している。

・ 限られた予算の中、より迅速かつ効率

的に堆積土砂対策を推進していく必要が

ある。

河川管理者が選定した区間で砂利採取を実施する民間企業を公募し、堆積土砂の撤去の推進

及び資源の有効活用を図る「公募型土砂撤去制度」を導入する。

・ 河川の治水安全度の向上が図られ、地域の水害対策につながる。

・ 県が実施する河道掘削工事に要する費用の縮減が期待される。

・ 撤去した砂利は骨材資源等
に利用できる。

・ 河川産出物採取料が免除
される。

・ 河川管理者が実施する測量
の成果や現場調査結果を
利用でき、許認可手続きが
省力化される。

○応募者のメリット

民間活力を生かした土砂撤去スキームの導入現 状

県の取組と課題

公募箇所の選定、公募開始

撤去予定者の決定、
許認可（※）手続き

土砂撤去の実施、完了検査

撤去申込みの受付

○公募手続きの流れ

制度導入による効果

※河川法第20条の承認、第25条の許可及び砂利採取法第16条の認可を要します。



●北上川上流洪水減災対策協議会　ソフト対策進捗状況一覧

水位周知河川 水位監視カメラ ホットライン タイムライン

指定年月日 供用年月日 運用年月日 運用年月日
計画規模

指定年月日
想定最大規模
指定年月日

盛岡 盛岡市 簗川 葛西橋 2008/7/8 2018/3/9 2017/6/1 2018/1/11 （2018年度予定） （2018年度予定）

盛岡 盛岡市 船田橋（国） 2016/3/29
2018/3/9

(国交省カメラ)
2017/6/1 2018/1/11 （2018年度予定） （2018年度予定）

岩手 岩手町 下苗代沢 （2018年度予定）

盛岡 盛岡市 古川橋（国） 2016/3/29 2018/3/14 2017/6/1 2018/1/11 （2018年度予定） （2018年度予定）

岩手 八幡平市 田頭 （2018年度予定）

盛岡 雫石町 雫石川 春木場（国） （2018年度予定）

盛岡 雫石町 葛根田川
（2018年度
新設予定）

盛岡市

滝沢市

紫波町

矢巾町

花巻 花巻市 稗貫川 大迫 （2018年度予定）

北上 西和賀町 和賀川 湯田（国） （2018年度予定）

遠野 遠野市 猿ヶ石川 駒木
2011/3/29

（H23)
2018/3/9 2017/6/1 2018/3/29

2014/6/24
（2018年度予定）

（2018年度予定）

遠野 遠野市 早瀬川 上早瀬橋
2011/3/29

（H23)
2018/3/9 2017/6/1 2018/3/29

2014/6/24
（2018年度予定）

（2018年度予定）

遠野 遠野市 小烏瀬川 福泉寺橋
（2020年度-

2021年度予定）

県南 奥州市 人首川 岩谷堂 （2019年度予定）

県南 奥州市 胆沢川 胆沢川橋 （2018年度予定）

県南 奥州市 2017/6/1 2018/2/21

一関 平泉町 2017/6/1 2018/1/16

一関 一関市 夏川 佐沼（宮） 2008/7/8
2018/3/9

(宮城県カメラ)
2017/6/1 2018/1/16

2015/3/6
2017/6/16

2017/6/16

千厩 一関市 川内 2005/6/24 2018/3/9 2017/6/1
2015/3/6

（2018年予定）
（2018年度予定）

千厩 一関市 十二木橋（国） 2014/3/31 2018/4/6 2017/6/1
2015/3/6

（2018年予定）
（2018年度予定）

千厩 一関市 猿沢川 西本町 2016/5/6 2018/3/9 2017/6/1 （2018年度予定） （2018年度予定）

千厩 一関市 曽慶川 摺沢 2016/5/6 2018/3/9 2017/6/1 （2018年度予定） （2018年度予定）

千厩 一関市 千厩川 神ノ田 （2018年度予定）

千厩 一関市 大川 折壁 （2018年度予定）

公所名 市町村名 河川名 観測所名
洪水浸水想定

盛岡 岩崎川 北矢幅 （2019年度予定）

盛岡 諸葛川 諸葛橋 （2018年度予定）

川西橋（国） 2016/8/5 2018/4/20 （2018年度予定） （2018年度予定）衣川

砂鉄川

松川

北上川

参考資料
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